
看護教育の 現状につ いて   



看 護 教 育 制 度 図  

保  健  師  
（就業者数46，764人）  

助  産  師  

（就業者数27，047人）  

看   
護   

師  

（就業者数822，913人）  

保健師学校養成所  

1年（法律上6月以上）  

183校12，429人  

助産師学校養成所  

1年（法律上6月以上）  

147校 8，324人  

看護師学校養成所  

2年課程 309校14，247人  
短  大：5校  590人  
高校専攻科：44校  570人  
養 成 所：260校13，087人  
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看護師学校養成所  

3年課程 701校 36，269人  
大 学：146校11，169人  
短 大：45校 1，850人  
養成所：510校 23，250人  
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：（入学資格）  
＿＿＿」＿＿＿＿＿＿＿－－1■■■■一－－－－－  

ll  ：（1）3年以上の業務経験：   

； を有する准看護師 ：   
（2）業している   

（3）2年通信は10年以上：   

： の業務経験を有する：   

≡ 准看護師   

准 看 護 師  

（就業者数411，685人）  

′富者学解者  

注）1．就業者数1，308，409人は平成17年末   
2．学校養成所の学校数及び人数は平成18年4月現在の学校数及び1学  
年定員   
3．看護師学校養成所2年課程（通信制）は平成16年4月より施行   
（19校1学年定員4，560人（上記2年課程学校養成所に含む））   
4．平成19年4月より、保健師、助産師の「免許登録」を受けるには、看護師  
国家試験の「合格」が必要  

高等学校衛生看護科3年  
23校1，035人  

准看護師養成所2年  
262校12，552人  

厚生労働省医政局看護課調べ   
中学炭卒蒼  



看護師学校養成所数（3年課程）  

国等  都道府県  市町村  公的  医療法人   学校法人  医師会  社福法人  その他  

厚生労働省医政局看護課調べ   



看護師等学校養成所施設数の推移  
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67施設  
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○ 看護師等学校養成所施設数（3年課程）の推移（再掲）  

平成6£仁   平l荻7年    平成8年   平成9年   平成10年  平成11年  平成12年  平成13年  平成丁4年  平成15年  平成16年  平成丁7年  jI三成18年  

厚生労働省医政局看護課調べ   



看護師等学校養成所1学年定員の推移  
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○ 看護師等学校養成所1学年定員（3年課程）の推移（再掲）  
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厚生労働省医政局看護課調べ   



翠由一畠l  

看護師等基礎教育の内容について   



変遷  看護師3年課程 教育内容の  

教育科目による規定から教  
育内容による規定に変更・  
教育内容の充実暮単位制の  
導入・統合力リキュラムの提  
示・専任教員の専門領域担  
当への変更・実習施設の充  
実と拡大   

統合分野及び統合科  

目の創設・各分野で  

の教育内容の充実・  

看護師に必須の技術  

項目と卒業時到達度  

を明確化  

専門科目は看護学の  

み・精神保健・老人看護  

学を科目立てt授業時間  

数を減少・カリキュラム  
上のゆとりが強調  

専門科目として看護  

学が独立・臨床実習  

が各学科目の授業に  

組み込まれた。  
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平成元年  平成8年  平成21年  

（第2次改正）   （第3次改正）   （第4次改正）  

昭和2昨  

（指定規則制定）  

基礎分野  専門基礎分野  専門分野し講義・演習）ギ琵満門分野個他案習）  

◆平成8年より単位制が採用された。実習は1単位＝45時間として算出（看護師養成所の運営に関する指導要領について）  



変遷  看護教育の  
昭和  
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甲種看護婦学校養成所（26年より看護婦学校養成所（3年課程））  
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看護教育の変遷  

資格取得要件等  
○ 満18歳以上の女子  

○ 看護婦試験の合格又は地方長官の指定した学校又は講習所を卒業  

○ 学校、講習所の入学資格は高等小学校卒業、女学校2年以上の修業  

○ 学校、講習所の修業期間2年。実習は勤務 → 労働力の確保  

大正4年 「看護婦規則」の制定  

昭和22年保健師助産師看護婦令公布  
年、高等学校卒業以上  

乙種：都道府県資格、教育期間2年、高等小学校卒業、中等学校2年  
以上修業、急性かつ重症患者の世話は不可  

昭和26年保健師助産師看護婦法改正  、 

に合わないため、暫定  

的に看護婦を補助する准看護婦制度を新設  

昭和42年学校養成所指定規則‾部改正 護の視点か  
看護学の体系化→専門職としての教育、各学科目の授業に臨床実習が  
組み込まれた。  

平成元年 学校養成所指定規則一部改正 看護学の体系化＝  
（基礎看護学、成人看護学、老人看護学、小児看護学、母性看護学）  

ゆとりのある教育：3年課程  3，375時間→3，000時間  
2年年課  2，250時間→2，100時間  
准看護婦2，250時間→1，500時間  

力 
平成8年学校養成所指定規則一部改正 3㌔論呂名＿教育内容、時間数→単位  

○ 科目の設定に自由裁量が認められる  

○ 在宅看護論、精神看護学の新設  

○ 看護婦課程と保健婦・助産婦課程の統合力リキュラムの提示  

さ＿＝＿」   



2了  

保健師助産師看護師養成所指定規則における教育課程  

（看護師）  

改正（平成21年度入学より適用）   

教育内容  単位数   

基   
科学的思考の基盤   

礎   
分  

野   

）13  
小  計   13   

人体の構造と機能   

専  

門  

基  

礎  

）15  
6  

野  

小  計   21   

基礎看護学   10  

専  

門       臨地実習   〔3〕   

分  3  

野  

小  計   13   

成人看護学   6  

老年看護学   4  

小児看護学   4  

母性看護学   4  

専                      精神看護学   4   

門 分  〔16〕  

マ   6   

成人看護学    野 Ⅱ  老年看護学   
4  

小児看護学   2  

母性看護学   2  

精神看護学   2  

小  計   38   

在宅看護論   4  

看護の統合と実践   4  

統  

．とゝ ⊂】            臨地実習   〔4〕   

分  在宅看護論   2   

野  看護の統合と実践   2  

小  計   12   
97  

計  （3000）  

現行   

教育内容   
単位数  

（時間数）   

拘思考の基盤   

と人間生活の理解   ）－3  

13  

小  計  （360）   

の構造と機能   

の成り立ちと回復の促進   

保障制度と生活者の健康   

）15  
6  

21  

小  計  （510）   

看護学   10   
看護論   4   

看護学   6   

看護学   4   

看護学   4   

看護学   4   

看護学   4   

36  

小  計  （990）   

実習   
〔23〕   

礎看護学   3   

宅看護論   
2   

人看護学   8   

年看護学   4   

児看護学   2   

性看護学   2   

神看護学   2   

23  
小  計  （1．035）   

93  
A   口  計  （2，895）  

教育内   

基   
科学的思考の基   

礎 分  

野   

小   

人体の構造と機  

専  

門  

基  

礎  

野  

小   

基礎看護学  
在宅看護論  

成人看護学  

老年看護学  
小児看護学  

母性看護学  

精神看護学  

専  
小  

臨地実習  

基礎看護学  
門  

成人看護学  

老年看護学  
分  

母性看護学  

野  
精神看護学  

小  
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（保健師）  

改正（平成21年度入学より適用）  

単位数  

（時間数）  

単位数  

（時間数）  
教育内容  教育内容  

地域看護学   

地域看護概論   

地域看護活動論  

疫学・保健統計  

保健福祉行政論  

臨地実習   

地域看護学実習  

地域看護学   

地域看護学概論  

個人・家族・集団の生活支援・   

地域看護活動展開論   
地域看護管理論   

疫学   

保健統計学   

保健福祉行政論   

臨地実習   

地域看護学実習  
個人一家族・集団の生活支援実習  

地域看護活動展開論実習  
地域看護管理論実習  

12   
3   

9   

4   

2  

〔3〕   

3  

計  計  

（助産師）  

≡・ト ※章※現行さ三こ‥ニ享 ≡∴誉 

教育内容   
単位数  

（時間数）   

基礎助産学   6   

助産診断・技術学   6   

地域母子保健   

助産管理   

臨地実習   〔8〕   

助産学実習   8   

22  
計  （720）  

来手圭ふ∴言イ㌶′ニ ン，ニノ：ニ）’ 薫薄埠隼煎碩㊨噂㊥図師・‡二‘≒   
教育内容   

単位数  

（時間数）   

基礎助産学   6   

助産診断・技術学   6   

地域母子保健   

助産管理   

臨地実習   〔9〕   

助産学実習   9   

23  
計  

（765）  



看護基礎教育の充実に関する検討会報告書  （平成19年4月16日）  

・看護基礎教育力リキュラムの見直しは、前回改正（平成8年度）から10年以上経過。  

一統合分野・統合科目の創設  

（基礎・専門科目で履修した内容を臨床で活用するため、  
チーム医療、看護管理、医療安全等を学ぶとともに、複数  
患者の受持ちや一勤務帯の実習も含めた実習とする。）  

■各分野での教育内容の充実  

（医学的な基礎科目を臨床での応用を志向したものとすると  

ともに、コミュニケーションやアセスメント能力、看護倫理、  
終末期看護等を強化した内容とする。  

・看護師に必須の技術項目と卒業時到達度を明確化  

（約140項目の技術につき、「単独で実施できる」～「知識とノ  
してわかる」まで4段階に必要な到達度を設定）  

∴臨地実習の充実等  

（現場での実際の業務に即した形での教育内容（計画上  

実施、連携調整、評価等）とする。）  

・保健福祉行政教育の強化  

（社会の課題を政策形成過程に活かす能力に力点）  

・保健師に必須の技術項目と卒業時到達度を明確化  
＼ゝ（引き続き検討） 、ヽ  

蔓・臨地実習の充実  

（実習対象となる分娩の定義の明確化、産前産後に継  

妻続した事例の実習、分娩以外の支援能力の重視）  

・各分野での教育内容の充実  

（チーム医療、他職種協働、医療安全等）  
環助産師に必須の技術項目と卒業時到達度を明確化  



最近の主な検討会における看護基礎教育に関する提言   
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最近の主な検討会における看護基礎教育に関する提言  

1．新たな看護のあり方に関する検討会報告書  

（平成15年3月24日 厚生労働省医政局）   

「看護業務の複雑・多様化、国民の意識の高まり、医療安全に関する意識の向上の中で、学生  

の看護技術の実習の範囲や機会が限定される傾向にある。  

・看護師の養成については、適切な臨地実習を行うための条件整備を進めるとともに、さら   

に、到達すべき看護技術教育の内容と範囲を明確にしていくことが必要である。  

・看護師等として学ぶべき知静枝術の増大とあわせて、看護師の資質の向上が求められて   

いることから、看護基礎教育の内容を充実するとともに、大学教育の拡大など看護基礎教育  

の期間を延長していくことも検討していく必要がある」  

「（看護卿こついて）  
看護師等が、こうした要請に応え、その役割と責任を果たしていくためには、今後ますます、看  

護師等の判断力や責任能力を向上するとともに、更には、豊かな人間性や人権を尊重する意  

識の洒養、コミュニケーション能力の向上が求められており、看護師等の養成のあり方につい  

ての様々な課題に取り組んでいく必要がある」  

「（療養上の世話に関する医師の指示の必要性に？皿  

療養上の世話については、行政解釈では医師の指示を必要としないとされているが、療養上  
の世話を行う場合にも、状況に応じて医学的な知識に基づく判断が必要となる場合もある。こ  

のため、患者に対するケアの向上という観点に立てば、看護師等の業務について、療養上の  

世話と診療の補助とを明確に区別しようとするよりも、医療の現場において、療養上の世話を  
行う際に医師の意見を求めるべきかどうかについて適切に判断できる看護師等の能力、専門  

性を養っていくことが重要である」   

2．健康保険法等の一部を改正する法律案及び良質な医療を提供する体制の確立を図るた  
めの医療法などの一部を改正する法律案に対する付帯決議  

（平成18年6月13日 参議院厚生労働委員会）   

「第15項 医療の高度化、チーム医療の推進、安心■安全の医療の確保など、医療をめぐる   

状況の変化や国民のニーズを踏まえ、質の高い医療従事者を育成するために、教育や研   

修の在り方について必要な検討を行うことまた、医療従事者によるチーム医療の推進を図   

り、関係府省の連携の下、総合的な医療従事者確保対策について検討すること。特に、塁療   
の現場において看護師が果たす重要な役割こかんがみ、大学教育の拡大など教育期間の   

延長を含めた看護基礎教育の在り方について検討するとともに医療・介護提供体制の見直   

しに伴い必要となる看護職員を確保するために、離職防止策やナースセンター事業の推進   

を始めとした看護職員確保対策を講ずること」   
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3．医療政策の経緯、現状及び今後の課題について  

（平成19年4月 厚生労働省医療構造改革推進本部総合企画調整部会）   

「医師と関係職種との役割分担のあり方  

医師の質の向上を図り、また、患者のニーズにより的確に応えていくためには、医師が本来の  

業務に専念できるよう体制の構築や、チーム医療を推進していくために医師の業務の効率化  

や質の向上を図ることが必要であり、こうした観点から、関係職種（歯科医師、看護職員、事務  

職等）の資質の向上や役割分担のあり方を検討する必要がある」  

「チームで対応し後期高齢者の生活を支援する医療の視点  

特に後期高齢者については「疾患を治療する医療」だけでなく「生活を支援する医療」の視点  

が重要である。急変時の地域の入院機能を確保することと併せて、訪問看護ステーションを始  

めとした介護保険関係サービスなどの連携を含め、こうした医療を他職種を含めたチームで  

実施する際の具体的なあり方についても検討を行う必要がある。その際、医師が一人で抱え  

込むことなく一定のサービスについては医師と看護師との間でプロトコールを作成し、その中  

で看護師に委ねる部分については委ねる形で連携していくことができるよう、看護師等の資質  

の向上を図る必要がある」  

潤   
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看護基礎教育と卒後研修（新人看護職員）の位置づけについて  

1．新たな看護のあり方に関する検喜桧報告書  
（平成15年3月24日 厚生労働省医政局）   

「杢塗聖教育研修lこつし＼ても、更lこ充実し、専門性を高めていくことが必要であり、技術研   
修をどのようにとり入れていくか、制度化を含めて検討することが課題である」   

2．看護基薩教育の充実に関する検討会これまでの議論の中間的な取りまとめ  

（平成19年2月5日 厚生労働省医政局）   

「看護基礎教育で習得する看護技術と臨床現場で求められるものとのギャップに関する   

問題は、看護基礎教育の充実だけではなく、卒後に臨床現場にスムーズに移行していける   
ような研修を、就業する際に行うことが効果的な場合もあると考えられることから、看護基礎   
教育と卒後研修の適切な役割分担を含め、卒後教育lこついても視野lこ入れた看護基礎教   
育の検討が必要である」   

3．看護基礎教育の充実に関する検討会報告書  
（平成19年4月16日 厚生労働省医政局）   

「身体侵襲を伴う看護技術に関しては無資格の学生が実施できる範囲が限られているこ   

とから、董護基礎教育で教育すべきことと卒後の研修等ですべきことは区別して考え、新人   
看護職員の研働こついても検討する必要がある」  

（イメージ）   新人看護職員研修の位置づt  
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今後の進め方 に つ いて  

ヒヤリングの進め方について（案）  

○ ヒヤリングの内容としては、以下の問いに対して、それぞれの専門や経  

験を踏まえた意見を求めることとしてはどうか。  

少子高齢化の進展等の変化を踏まえ、中長期的未来（例えば20年後   

（2025年頃）を想定）において必要とされ、期待される看護の機   

能・役割はいかなるものか。   

そうした機能・役割を果たすために看護師を中心とした看護職員に求   

められる資質・能力とはいかなるものか。  

○ ヒヤt」ングの対象者は、以下のような分野等の有識者としてはどうか。  

（1） 看護・医療に係る歴史、文化、学術関係   

（2） 看護・医療の臨床現場   

（3） 患者・家族   

（4） 関係団体   




